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1.は じ め に
日本の航 空サー ビス市場 は,こ の20年 の問で大 幅に変化 した.従 来,日 本 の航空 サー ビス市
場 は,政 府 に よって厳 し く規制 された市場 であ った.そ の政策 の基 本的 な方針 は,各 航 空会社
に就航路線 を割 り当て,航 空運賃 を認可 に よって規制 し,新 規航 空会社 の参入 を原則 として認
めない とす る もので あった.し か し行財政改 革の流 れの なか で,規 制緩和 の必要性 が叫ばれ,
航 空サ ービスにお いて も順次 にその緩和が実 施 されて きた.こ の規制緩和 の議論 において,経
済 的規制 や社 会的規制 とい う分類 が行 われ,そ れぞ れの規制緩和 が どの ような経済効 果 を持つ
のか に関 して,多 くの関心が持 たれて いた.本 稿 では,日 本 の航 空サ ービス を事例 に して,経
済 的規制 や社 会的規制 とは何 か,そ してその規制緩和 が持つ経済効 果 は どの ような ものなのか
を明 らか にする こ とが 目的 となってい る.
日本の規 制緩和 に関す る研究 と議論 は,加 藤 〔6〕,植草 〔3〕,八代 〔33,34〕が代 表的 で
あ る.こ れ ら先行研究 の議論 の中か ら,経 済的規制 と社 会的規制 の定義 と,そ の改革 の方向性
が明 らか に されて いる.経 済 的規 制 とは,経 済活動 の効 率性 を高め るこ とを 目的 として,政 府
が企業参入 や価 格,生 産量 に規制 を課す こ とであ る.こ の経済 的規制 に関 して は経済学 的 な根
拠 が明確 でないため,原 則 と して撤廃,例 外 的 に特段 の事情が あ る場合 には最小 限の規 制 を実
施 す るこ とがほぼ合意 され ている.一 方,社 会的規制 とは,国 民 の安全 ・衛 生 ・健康 の確 保,
お よび自然環境 保全 な どを目的 として,労 働 環境 製 造方法や製 品 ・サ ー ビスの 品質な どに規
制 を課す こ とであ る.こ の社会 的規制の緩和 に関 しては,現 在 の段 階 では十分 な合意 があ る と
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は言えない.こ れは,現 行の安全基準等を保 ったままで,社 会的規制の緩和 を実施する必要が
あるため,そ の規制緩和の範囲や方法について合意が得 られていないためである.
さらに近年では,こ の経済的規制と社会的規制の関連が注 目されるようになってきている.
従来では,安 全等の確保のために経済的規制 を実施する必要があるのであって,別 個に社会的
規制として分類することには無理があるとする議論があった.し かし現在では,過 剰な社会的
規制の存在や過去の企業保護政策の帰結が,新 規企業の参入を阻む要因となってお り,競争政
策の観点から社会的規制の緩和の必要性が議論されるようになっている(山 内 〔36,37〕).本
稿では,こ の規制緩和の流れ と議論に関して,日 本の航空サービスを事例にして,経 済評価の
ための政策研究を行おうと考えている.
日本の航空サービスは,2000年の航空法改正を契機 にした航空自由化によって,大 幅な政策
転換 を実施 した.従 来では,原則 として許認可に基づ く行政運営 を行っていたが,航 空自由化
以後には,自 由な企業活動の保障と最低限の規制による事後的なチェック機能を重視する方向
へ と変化 した.こ の 日本の航空サービスに関する規制緩和の研究 と議論は,戸 崎 〔27〕,中条
〔23〕,山内 〔39〕,藤井 〔30〕が代表的である.こ れらの議論において,航 空会社間の自由競
争 を認める航空行政の転換 は,航 空自由化によりほぼ達成されたと考えられているが,企 業間
競争を阻害する原因となる羽田空港の発着枠制約の重要性が理解 されている.ま た近年の政策
評価の流れのなかでは,公 共政策は実施後にその有効性が評価 されることとされている(金 本
〔7〕).特に日本の航空サービスでは,2000年に実施された航空自由化政策が,近年その評価
対象 となっている.本稿では,日 本の航空サービスの規制緩和に関して,こ れまで実施された
政策評価やその議論を利用 して,公 共政策の評価研究 を行お うと考えている.
本稿か ら得 られた結論 を要約すると,次 のとお りである.日本の航空サービスの経済的規制
に関しては,1980年代後半か ら段階的に実施 され,1997年までには競争的な市場環境が整備さ
れ,2000年の航空 自由化によって規制は撤廃された.航 空自由化以後は,特 に新規航空会社の
参入促進を念頭に置いた競争政策が実施 されていたものの,2001年の9.llテロ発生による航
空不況後には,航 空行政は再び既存航空会社の経営支援 を重視 した方向に転換 し,航 空自由化
が目的とした競争政策が変質 した側面がある.社 会的規制に関しては,早 くから新規航空会社
の参入障壁 としての規制の存在が理解されてお り,1990年代後半には整備(航 空機安全関係)
や免許(乗 員関係)に 関する規制緩和が実施 された.ま た近年では,新 規航空会社の参入を阻
害する要因として,羽 田空港の発着枠制約が理解されてお り,航空管制の効率化 という形での
規制緩和を実施 して,そ の制約を緩和する政策努力が行われている.
本稿の構成は,次 のとお りである.2節 では,航空行政の機能とその議論に関 してまとめ,
3節では経済的規制 と社会的規制の効果について簡単なモデルを利用 して議論を行 う.4節 で
は,航 空 自由化の政策評価 を念頭に置いて,経 済的規制とその改革について検討 し,5節 では
社会的規制 とその改革に関する議論を行っている,最 後6節 は,本稿 の結論の要約 と今後に残
された課題について述べている.
2.航 空行政の機 能 とその議論
本節の 目的は,日 本の航空行政の機能 とその政策変遷の概要,そ して政策評価に関する先行
研究の特徴を明 らかにすることが目的である.以 下では,は じめに航空行政を主管する国土交
通省航空局の概要 と機能を説明し,その後に日本の航空行政のあ り方 と改革の方向性に関する
議論をまとめている.
国土交通省航空局 の機能
日本の航空サービス及び空港の維持管理は,国 土交通省航空局(以 下では航空局 という)が
担っている.こ の航空及び空港行政(以 下では航空行政とい う)を規定する基本法は,航 空法
(昭和27年7月15日法律第231号)である.そ して主に空港整備や航空路整備に要する費用
は,利 用者負担の原則に基づ く空港整備特別会計によって賄われている.以 下では,航 空法の
目的,航空局の組織 とその機能,そ して空港整備特別会計の概要 と目的について説明 している.
航空法では,そ の 目的として 「航空機の航行の安全及び航空機の航行に起因する障害の防止
を図るための方法を定め,並 びに航空機を運航 して営む事業の適正かつ合理的な運営を確保 し
てその利用者の利便の増進を図ることにより,航空の発達を図り,も って公共の福祉を増進す
ることを目的する(第1条)」と述べ られている.す なわち航空局の基本的機能は,航空機の安
全航行とその障害の防止,航 空事業者(以 下では航空会社 という)の事業運営の確保,そ して
航空サービス利用者の利便 向上にある.
この行政 目的および政策を実施するために,航 空局は次なる組織部局を有している(国 土交
通省組織令の航空局関係機関).管理部(総 務課 ・国際航空課 ・航空事業課 ・予算管理官)は,
航空運送事業に関する許認可を担当する部局であ り,航空サービスに関する主な経済的規制を
担 う部門である.飛 行場部(管 理課 ・計画課 ・成田国際空港課 ・環境整備課 ・建設課 ・関西国
際空港中部国際空港管理官)は,飛 行場建設やその維持管理 と航空機騒音対策を担当する部局
である.前者の飛行場建設は公共財としての空港の観点か ら,後者の航空機騒音対策は騒音の
外部不経済性の観点から政策を実施 している1).技術部(運 航課 ・航空機安全課 ・乗員課)は,
航空機の航行方法や航空機整備の監督 航空従事者のライセ ンスや教育 ・育成を担 う部局であ
り,航空サービスに関する主な社会的規制 を担 う部門である.管 制保安部(保 安企画課 ・管制
課 ・運用課 ・無線課)は,航 空交通管制を担 う部局であ り,航空交通における燈台的役割(公
1)日本の航空機騒音対策の概要については,澤野 〔18〕としてまとめている.
共財)を 持つ部門である.そ の他に,地 方航空局や航空交通管制部などの地方支分部局と航空
保安大学校などの施設等機関がある.
航空局が所管する特別会計(空 港整備特別会計)は,航 空需要の増大に対処して空港の整備
の促進と維持運営の円滑化 を図るため,その経理 を明確にすることを目的 として,昭和45年度
に設置されたものである.主 な歳入項 目は,空港使用料(着 陸料 ・航行援助施設利用料)・一般
会計か ら繰 り入れ られる航空機燃料税 ・国有地の土地貸付料収入等 ・地方公共団体負担金 ・財
政投融資である2).主な歳出項目は,空港整備事業 ・環境対策事業 ・航空路整備事業などである.
航空局の多 くの事業は,こ の特別会計制度の枠内で実施されている.
航空行 政のあ り方 と改革の方向性 に関する議論
現在,航 空行政お よび航空局の組織について,多 くの改革 とその議論が実施されている.こ
こでは,航 空局の組織に関 して,ど のような改革議論が行われているかを整理し,そ の方向性
をまとめることが 目的である.ま ず航空事業課に代表 される管理部では,主 に航空事業の振興
に力点のある組織であるが,2000年の航空自由化による経済的規制の撤廃により,当面の課題
は解決されたと考えられている.し か し近年 に議論されるテーマは,カ ボタージュ規制の撤廃
に関する問題である.カ ボタージュ規制 とは,国 際条約に基づ き,一つの国の領域内で貨客の
航空機への積込み と積降しが行われる運送について,当 該国の航空会社が独 占することがで き
る規制である.こ の規制 については,航 空事業の振興や競争政策の促進の観点か ら,その撤廃
が議論されている(Ito〔1〕,空港競争編集委員会編 〔10〕,中条 〔26〕).また関西国際空港の
社長が,特 区などの例外措置を利用 して規制の適用を外 し,関西空港の国内線就航促進を図る
ことの要請を検討 したことがある(中日新聞,2004年1月29日,朝刊.).しかしこのカボター
ジュ規制の撤廃については,日本では特に進展 は見 られない.
飛行場部は,主 に飛行場の建設 と管理,そ して航空機騒音の防音対策を担 う部門である.特
に飛行場の管理については,近年には空港経営という側面が注 目されており,滑走路の維持管
理からターミナルビル運営,周 辺地域の駐車場経営の一体化が模索 されている.日本の大半の
空港では,飛 行場(滑 走路)は 国営,タ ーミナルビルは地元地方 自治体を含む第三セクター,
周辺駐車場は政府の外郭団体が管理運営にあたっている場合が多い.こ のため3つ の部門の一
体化 を含め,空港の民営化が議論されている(中条 〔22〕,添田 〔20〕).そして一体化 し,民営
化 した空港間の競争を促進 し,空港使用料(着 陸料)の 引下げや魅力ある空港サービスの実現
を目指す議論が注 目されている(空 港競争編集委員会編 〔10〕).
技術部は,主 に航空安全の実現 を目的 として,運 航方法や航空機体,乗 員資格に関して社会
2)着陸料・航行援助施設利用料・航空機燃料税などの空港使用料の概要とその仕組みについては,澤野〔14,
16〕としてまとめている。
的規制を実施することが主要な任務である.た だし航空機騒音の防止を目的とした社会的規制
も一部含まれている.近 年,こ の航空安全 と社会的規制に関 しては,経 済的規制との関連が議
論 されている.特 に組織やその業務に関する改革議論はないが,経 済的規制が撤廃された航空
自由化以後には,そ の役割の重要性がより大 きくなっている.
管制保安部は,交 通整理を通 じて,航 空安全の実現 を目的 とす る組織である.し かし必ず し
も国営で管制サービスを行う必要性が明確でないため,航空管制の民営化が議論 されている(中
条 〔22〕).規制改革 ・民間開放推進会議の3ヵ 年計画(2004年閣議決定)で は,航空管制の民
間開放が2005年度中に実施する方針が示 されている.
以上のように航空局の業務は,飛 行場関係 と航空管制関係は民営化の方向性が示され,航 空
事業の振興を図る管理部と,航 空安全の実現 を目的とする技術部が,主 要な責務 と考えられて
いる.し かし航空事業の振興 と航空安全の実現には トレー ド・オフ関係があることが指摘 され
てお り,組織 目的か ら航空事業の振興を外す,も しくは別組織に再編することが望ましいとす
る議論がある(Schiavo〔2〕).また事業官庁は,消費者利益 よりも生産者(監 督企業)利 益を
重視 しがちな側面があるので,航 空自由化以後には消費者利益や保護に関する問題は競争当局
(公正取引委員会)が 担い,事 業官庁は航空会社の管理監督に専念すべ きだとする機能分担論
もある(中条 〔24,26〕,Ito〔1〕).次節では,航空サービスの規制について,モ デルを利用 し
た分析 を行 うこととする.
3.モ デ ル
本節では,規 制の経済学の考え方を利用 して,経 済的規制 と社会的規制の効果について明 ら
かにすることが目的である.以下では,は じめに政府の規制対象 となる企業とその行動 に関す
るモデルを提示する.次 に経済的規制の効果 とその緩和 について考察 し,最後に社会的規制の
効果とその緩和 について議論 している.
企業の生産技術 と政府の社会的規 制
いまある代表的企業の行動を考える.以下では,は じめに費用最小化問題から導出される費
用関数を求め,そ の後に企業の利潤最大化問題か ら導出される供給関数の形状 について説明 し
ている.こ の企業は,2つ の生産要素ｘi(i=1,2)を利用 して,あ る生産量qを 産出しようと考
えている.い ま2つ の生産要素価格をwi(i=1,2)とすると,こ の企業の支出費用Cは,以 下
のとお りである.
またこの企業が持つ生産技術 は,生 産関数fに よって表現できると考 える.こ の生産関数は,
通常の性質 を満たす もの と仮定する(f>0,f<0).ここで企業の生産性 を規定する2つ の外
生的要因を考える.一 つは革新 な生産技術 を示す指標sで あり,こ の指標sを 持つことは,生
産要素の追加的な投入によって,よ り効率的な生産が行 えるものと考える.も う一つは政府の
社会的規制の存在を示す指標rで あ り,この指標rを 持つ ことは,規 制基準の達成のための追
加的な生産要素投入(も しくは浪費)を 行 う必要があるため,生 産効率を引き下げる要因と考
える.こ こで指標sと 指標rは,そ の要素がある場合には1,要 素がない場合 には0で あると
して考える.こ の とき企業が持つ生産関数は,以 下のとお りである.
この企業は,(2)式の制約の もとで(1)式の支出費用 を最小にするような生産要素xi(i=1,2)の
組合せを求めようと考えている(費 用最小化問題).
この費用最小化問題 を解 くことで,企 業の要素需要関数を求めることができ,こ の解関数を
目的関数である(1)式に代入することで,費 用関数 を導出することができる.こ のとき費用関
数は,以 下のとお りである.
上式(3)式では,生 産要素価格wi(i=1,2)は一定(定 数)と 考え,費 用関数は近似的に単位費
用関数c(s,r)と生産量qの 積 として表現できるものと考えている.
次にこの企業は,(3)式の費用関数を所与 として,利潤最大化問題を解 き,最適生産量 を求め
ようと考えている.い ま利潤 π,生産物価格pと すると,この企業の利潤は以下のとお りであ
る.
この(4)式について,利 潤が最大になるような生産量qを 求めることで,供 給関数p=c(s,r)
を求めることがで きる.ま たこの市場では,通 常の特徴 を持つ需要構造(需 要関数)を 持つ も
のとする.
経済的規制 の効果 とその緩和
経済的規制とは,経 済活動の効率性を高めることを目的として,政 府が企業参入や価格,生
産量 に規制を課すことである.い ま社会的規制7を 定数 と考え,経 済的規制の効果についての
み注 目する.い ま参入規制を実施 している場合を考え,そ の市場で経済活動 を行っている企業
は,既 存企業と呼ぶ こととする.こ の既存企業の最大の特徴は,革 新的な生産技術を持ってい
ないことである(s=0)と仮定する.こ の既存企業の限界費用は,cI=c(s|s=0)と表現する.
次に参入規制を撤廃 し,ど のような企業でも自由に経済活動を行うことができる場合 を考え
る.こ の市場に参入 しようと考える企業の特徴 は,革新的な生産技術 を持っている(s=1)と仮
定する.こ の新規参入企業の限界費用は,cE=c(s|s=1)と表現す る.こ こで生産関数の仮定
から,新規参入企業の限界費用cEは,既 存企業の限界費用cIよりも小さい(cE<cI).ここで
市場 における参入 と退出の自由が保障されていれば,こ の市場では新規参入企業が既存企業 と
取って代わることで,価格は低下 し,生産量は拡大する(新規参入による市場拡大効果).そし
て社会的余剰(消 費者余剰)で 計測された社会厚生 も,同 じく拡大する(新 規参入による厚生
拡大効果).
日本の航空サービス市場 において,経済的規制とその緩和 は,以下の形で実施 された.当 初,
日本の航空サービス市場 は,エ リア(路 線)ご とのブロック市場 を設定 して,そ のブロック市
場 に1社 のみを就航 させ る規制体系であった.ま た航空サービス市場自体には新規参入を認め
ていなかったので,こ の規制は外生的に規定 される輸送需要をブロック市場 として各社 に配分
す る方式(生 産量規制)で あった.た だしこの方法では,各 ブロック市場において独占が形成
されるため,政 府は許認可運賃制度による価格規制を実施 していた.
航空サービスの規制緩和の第一段階は,新 規参入を規制 し,価格規制を保ったままで,各 ブ
ロック市場に既存企業の参入 を認めたことである(路 線参入規制の緩和).あるブロック市場
における輸送需要は,短 期的には一定であるので,複 数の既存企業の間で一定のパイを取 り合
う競争となる.こ こで政府は価格規制を実施 しているため,ブ ランドや付帯的サービスの競争
によって乗客 を獲得する非価格競争が行われた.
規制緩和の第二段階は,新 規参入を規制 したまま,価 格規制(販 売規制)を 緩和 したことで
ある(航空運賃の自由化).同じくあるブロック市場における輸送需要は,短期的には一定であ
るので,複 数の既存企業の間で乗客獲得競争が発生する.た だし既存企業に価格設定の裁量が
あるため,従来の非価格競争から価格競争へ と移行し,航空運賃は既存企業の限界費用 〆 と等
しい水準 となる.
最終段階は,革 新的な生産技術 を持つ新規参入企業の市場参入,及 び既存企業の市場退出の
自由を認めることである(新 規参入の自由化).この とき市場 における自由な参入 と退出が保
障されていれば,航 空サービスの担い手は既存企業から新規参入企業に取って代われ,航 空運
賃は新規参入企業の限界費用cEと等 しい水準 となり,航空運賃は低下する.そ してこの とき,
航空サービス市場における市場拡大と厚生拡大が実現することとなる3).
3)スカイマークエアラインズ(SKY)は,2003年4月に,全日本空輸(ANA)が採算の合わない路線とし
て撤退する羽田一徳島線と羽田一青森線を継承した.このとき全日本空輸(ANA)の大橋社長は,「我々
のコスト構造からするとそんな低い運賃で飛ばすわけにはいかない.経営体質が違う」と述べている(日
本経済新聞,2002年10月24日,朝刊.)。
社 会的規制 の効果 とその緩和
社会的規制とは,国民の安全 ・衛生 ・健康の確保,お よび自然環境保全などを目的として,
労働環境 製造方法や製品 ・サービスの品質などに規制を課す ことである.い ま革新的な生産
技術sを 定数 と考え,社 会的規制の効果についてのみ注 目する.い ま社会的規制を実施 してい
る場合を考え,そ の市場で経済活動を行っている企業は,規 制企業と呼ぶこととする.こ の規
制企業の最大の特徴は,生 産活動に社会的規制が課せ られていること(ｒ=1)と仮定する.こ の
規制企業の限界費用は,cR=c(r|r=1)と表現する.
次に社会的規制 を撤廃 し,企業が規制なくして自由な経済活動を行 うことがで きるように
なった場合を考える.こ の社会的規制が課せ られない(r=0)企業は自由企業と呼び,そ の限界
費用 はcF=c(r|r=0)と表現する.こ こで生産関数の仮定か ら,自由企業の限界費用cFは,規
制企業の限界費用cRよ りも小 さい(cF<cR).ここで市場における自由な企業間競争が保障さ
れていれば,生 産物価格pは 自由企業の限界費用cFと等 しくなる.す なわち経済的規制の緩
和 と同様に,価格 は低下し,生産量は拡大 し(社会的規制の緩和による市場拡大効果),また社
会的余剰(消 費者余剰)も 拡大する(社 会的規制の緩和 による厚生拡大効果).
日本の航空サービス市場において,社会的規制とその緩和 は,以下の形で実施 された.当 初,
航空サービスの安全性 を担保するには,各社の営業収益を制度的に保障し(経済的規制の実施),
厳格 な航空安全基準の設定とその遵守を求めた.特 に価格規制においては,原 価に等 しい航空
運賃の設定のみを許容することで,安 全投資への原資を確保させた.
第二段階では,経 済的規制(特 に新規参入規制)の 緩和に伴 う社会的規制の緩和の流れであ
る.従 来には,既 存企業の保護育成を重視 し,そ の企業体制の中で航空安全の実現や騒音等の
環境保全策を実施 していた.こ のため保安や保全のための要員や施設 ・ノウハウが既存企業に
集中し,結 果として新規参入の阻害要因となっていることが明らかになってきたためである.
ここか ら必要以上に高い航空安全基準はないかについて議論が行われ,い くつかの項 目につい
ては規制緩和が実施 された4).
最終段階では,政 府は基本的な達成すべ き安全基準 を提示 して,そ の達成に関 しては企業の
裁量 に任せ,そ の結果や審査結果 を公表 し,消費者の判断に委ねる方向の規制緩和である.こ
の規制緩和は,現 在 まだ議論の段階であり,将来的な指針にとどまっている.次 節では,経 済
的規制と社会的規制に関して,規制緩和 と政策の展開,その評価 についてまとめることとする.
4)ただし日本の航空サービス市場では,基本的施設(エッセンシャル・ファシリティ)の制約から企業間
競争が不十分であった側面があり,社会的規制の緩和が市場拡大効果や厚生拡大効果を持ったかは十分に
明らかとなっていない。
4.経 済的規制 とその改革一航空 自由化の政策評価一
本節では,航 空サービスの経済的規制に関して,そ の規制緩和 と政策の展開について明 らか
にすることが 目的である.以 下では,は じめに2000年に実施 された航空 自由化前 までの航空
行政の変遷 とその評価についてまとめる.そ の後に,航 空自由化以後の航空サービス市場の動
向について整理 し,航空サービスの規制緩和 と航空行政に関する変化を明らかにする.最 後に
航空自由化に関する政策評価の概要と,そ の評価結果に関する先行研究の特徴 についてまとめ
ている.
航空 自由化以前:規 制緩和 とその議論
日本では,2000年2月に施行 された改正航空法を契機に,許認可による航空サービス規制か
ら,原則 として航空会社の自由な経営判断に基づ く路線運航 と事後的な行政監視を重視する行
政機能の変革が実施 された.こ の行政機能の変革は,一 般的には航空サービスの規制緩和や航
空 自由化,航空 ビッグバ ンなどと呼ばれている.し か し航空局は,この2000年2月を契機に行
政機能の転換 を急激に実施 したのではなく,1980年代後半か ら漸進的に改革 を実施 していた
(榊原 〔13〕).以下では,1986年の航空憲章`)(45-47体制)の 廃止から2000年の航空自由化
までの期間を 「漸進的な航空規制緩和時代」,それ以後の期間を 「完全な航空自由化時代」と呼
ぶこととする.
表1は,航空 自由化以前 までの航空政策の変遷 とその動向を年表 としてまとめたものである.
1986年から始まる漸進的な航空規制緩和の流れは,次のとおりである.参 入政策では,路線の
複数社就航を促す トラッキング政策が推進 され,1997年には トラッキング基準が廃止 され,航
空会社の経営判断によって路線就航がで きるようになった.航 空会社の新規参入については,
1998年のスカイマークエアラインズ(SKY)と北海道国際航空(ADO)の参入を機会 として,
新規参入政策が立案 されるようになる.運賃政策では,航 空運賃の設定 目安 となる標準原価制
を制定の後,営 業割引運賃設定の弾力化(1994年)や幅運賃制度による割引運賃の許容(1996
年)が 進められ,徐 徐に航空会社の運賃設定の裁量権 を高めていった(金 本ほか 〔8〕).また
航空運賃の引下げを意図した空港使用料に関する特別措置 も実施 され,沖縄路線特別措置(1997
年)や 第2種 空港特別措置(1999年)などがあった.
5)航空憲章とは,1970(昭和45)年の閣議了解と1972(昭和47)年の運輸大臣通達によって,国内線運航
に関して各航空会社の役割分担を規定するものである(45-47体制).しかしこの規制は,1985年の運輸省
政策審議会(航空部会)の最終答申によって廃止された.この答申の内容は,次のとおりである.(1)45-47
体制の廃止,(2)全日空の国際線定期便参入,(3)日航の多客国内ローカル線参入,(4)日航の完全民営化.こ
の期間における航空サービスの規制緩和については,山内 〔36,37〕を参照.
表1経 済的規制の緩和と航空政策(航空自由化以前)
注1)路 線規制の欄の 「ダブル(ト リプル)ト ラック」とは,路線輸送需要量がある一定数以上になった場合,
同一路線2社(3社)に よる運航を認める路線就航規制である.
注2)路 線規制の欄の 「需給調整規定」とは,航空サービス市場もしくは路線における需要に見合った水準に供
給を規制する(参入を抑制する)規定である.
注3)航 空会社の欄の 「SKY」は,スカイマークエアラインズの略称である.スカイマークエアラインズの歩み
については,柳田 〔35〕を参照.
注4)航 空会社の欄の 「ADO」は,北海道国際航空の略称である.
注5)航 空会社の欄の 「SNA」は,ス カイネットアジア航空の略称である.
注5)運 賃政策の欄の 「標準原価制」とは,平均原価に等しい運賃を課す規制制度であり,平均原価 とは路線別
の航空会社の原価平均である(山 内 〔39〕).
注6)運 賃政策の 「営業割引運賃の届出化」とは,50%以内の営業政策的割引運賃を認めることと,事前購入割
引等を届出のみによって認める政策である.
注7)運 賃政策の 「幅運賃制度」とは,上限価格に標準原価を,下限価格を標準原価の75%に設定し,その幅内
で航空会社が自由に運賃を決定して,届け出ることができる制度である.
注8)運 賃政策の 「事前届出制」は,2000年2月の改正航空法施行によって実施され,4月搭乗分(2000年4月)
から改訂されている.
注9)特 別措置の欄の 「沖縄路線特別措置」とは,那覇空港を離発着することを条件とした公租公課の軽減措置
である.この特別措置の効果と成果については,澤野 〔14,15,16,17〕を参照.
注10)特別措置の欄の 「第2種 空港特別措置」とは,第2種 空港(主な地方都市に所在する空港)を離発着する
ことを条件とした着陸料の軽減措置である.
注ll)特別措置の欄の 「羽田特別措置」とは,札幌 ・伊丹 ・関西 ・福岡 ・那覇を使用空港 とすることを条件とし
た着陸料の軽減措置である.
出所)筆 者作成
このような政策の進展の中で,1997年の トラッキング基準の廃止は,羽田空港における既存
の発着枠に関して,航 空会社が 自由にその行 き先地を選択で きるようになったため,路 線参入
規制は事実上この時点で廃止された.ま た従来の運賃政策の経過から,航 空運賃の設定に関 し
ても航空会社の裁量が大 きくなっていた.こ のため1997年4月は,事 実上の航空自由化が実
施 された時期 として考えられている(金 本ほか 〔9〕).
これ ら漸進的な航空規制緩和時代 における政策に関する評価は,以 下のとお りである.参 入
政策の評価 として,村上 〔31〕は,分析対象を1980～91年の国内航空会社3社 として,1986年
の航空憲章廃止が航空運賃にどのような影響 を与えたかを分析 し,こ の政策実施に伴 う不経済
性 によ り航空運賃が高騰 したことを明 らか にしている.ま た村上 〔32〕では,分 析対象 を
1989～92年の複数の航空会社が就航する路線として,ト ラッキング増加政策の評価を行い,航
空会社の経営 を必ず しも効率化する要因となっていないことを明らかにした.
運賃政策の評価は,高橋 〔21〕と山内 〔38,39〕が代表的である.高橋 〔21〕は,1996年の
幅運賃制度導入に関して,航 空運賃デー タを利用 した評価 を行い,航 空運賃が非常に多様化 し
た側面を明らかにしている.山 内 〔38,39〕は,主 に2000年の航空自由化 までの航空運賃を分
析対象とし,国内航空各社のイール ド(一人キロあた り営業収入)が 持続的に低下 しているこ
とを明 らかにしている.
近年では,航 空局の実施 した参入政策(ト ラッキング政策)と 運賃政策(幅 運賃制度)の 両
者の要因を同時に考慮 した研究があ り,大橋ほか 〔5〕や山口 〔40〕などが代表的である.大
橋ほか 〔5〕は,分析対象 を1985～99年の国内航空会社3社 として,幅運賃制度の実施や トラッ
キング増加政策,羽 田発着枠の増加が,航 空会社のパ フォーマ ンスにどのような影響を与えた
かを分析 した.こ の分析結果では,国 内航空会社3社 問の寡占的行動(ク ールノー競争)を 仮
定 した場合,上 記政策の実施は航空会社の限界費用に影響を与え,結 果 として消費者余剰 を増
加 させたことを明 らかにしている.山 口 〔40〕は,分析対象 を1980～98年度の国内航空会社3
社 として,基 本的な分析手法は大橋ほか 〔5〕に依拠 した上で,先 の政策要因に航空社会資本
やオイルショック変数 を追加 し,参入政策や運賃政策の規制緩和は消費者余剰を増加 させたこ
とを明 らかにしている.
最後に空港使用料の特別措置の実施に関する分析は,澤 野 〔15,17〕がある.澤野 〔17〕で
は,分析対象を1987～2001年の路線別航空運賃として,沖縄路線特別措置(1997年)や第2種
空港特別措置(1999年)の実施が,航 空運賃にどのような影響を与えたかを分析 し,運賃規制
が実施されている期間では航空運賃の低下が観察されるものの,運 賃規制が原則撤廃 された航
空 自由化以後は逆に航空運賃が高騰 していることを示 した.ま た澤野 〔15〕では,空港使用料
の特別措置がある種の路線補助 となっている側面に注 目し,沖縄路線特別措置(1997年)の実
施が,那 覇空港を離発着する航空便数増加の一因となっていることを示 している6).
航空 自由化以後:政 策 目標 とその変質
2000年の航空法改正を契機にする航空 自由化に関する政策 目標 は,次のようにうたわれてい
る.「この航空法の改正は,規制緩和等の競争環境の整備 により,航空会社 間の競争 を促進 させ,
もって 「安全かつ低廉で利便性の高い航空輸送サービスの提供」 を図ろうとするものであ り,
改正航空法施行後は,航 空会社においては,市 場原理のもと,市場の状況に応 じた自由な経営
判断に基づ き,多様な運賃 ・サービスを設定し,かつ これを随時変更することが可能となる.
(「航空輸送サービスに係る情報公開及び運賃 ・料金制度の具体的な運用の在 り方について」運
輸省航空局監理部航空事業課,1999年10月26日.)」この政策 目標の実現を目的として,参入
政策では需給調整規定と呼ばれる経済的規制の撤廃,運 賃政策では認可制度から事前届出制移
行 による運賃規制が原則 として廃止されることとなった.こ の航空自由化以後の経緯は,表2
においてまとめ られている.
しか しこの完全な航空自由化の時期において,言 及 しなければいけない重要な点は,劇 的な
外生的構造変化が発生 したことである.こ の構造変化 とは,9.llテロ勃発及び米英軍イラク戦
争,新 型肺炎SARS発生による劇的な航空不況である.こ れら事件の発生は,航空利用客の大
幅な減少(需要 ショック)と航空機燃料価格の高騰による運航費用の増大(コ ス ト・プッシュ)
を招 き,航 空会社の採算 を大幅に悪化させることになった.こ の結果,航 空サービス市場では
企業再編が進み,既 存企業では日本航空(JAL)と日本エアシステム(JAS)の統合(JJ統合)
と全 日空(ANA)の企業ネッ トワーク強化を,新規参入企業では北海道国際航空(ADO)とス
カイネットアジア航空(SNA)の経営不振 とその経営再建を引き起こす ことになった7).
この航空不況という構造変化の発生は,航空局の航空自由化政策を変質させることになった.
まず参入政策では,東京国際空港(以 下からは羽田空港 とい う)の発着枠の取扱についてであ
る.日 本の航空サービス市場において,新 規参入を阻害する要因として様々な要因が議論され
ていたが,究極的には混雑空港である羽田空港の発着枠に制約があること(ボ トルネ ック問題)
が主因であることが理解 され,航 空局では暫定的ながら新規参入企業に配慮 した配分を実施 し
ていた(2000年羽田空港の発着枠配分 ・5年期限).しか し航空不況による構造変化によって,
航空局は既存企業の経営支援策を打 ち出す必要に迫 られることになった.こ れが 「航空事業経
営基盤強化総合対策プログラム(航 空局監理部航空事業課)」である.こ のなかで2000年に配
6)この空港使用料の特別措置は,経済特区効果の一種として考えることができる.経済特区効果の計量評
価の手法については,鈴木 〔19〕がその詳細を説明している.
7)航空自由化の実施において,既存企業が新規参入企業の参入促進に協力することがうたわれていたが,
航空不況による構造変化で,既存企業が協力する余力を失った点や,新規参入企業の運航を容認する余力
を失い対抗的な競争に入った意識変革の側面などが,新規参入企業の経営不振の間接的な要因として考え
ることができる.
表2経 済的規制の緩和と航空政策(航空自由化以後)
分 され た羽 田空港の発着枠 に関 して,既 存企 業 と新規 参入企業 間 にお ける再 配分が実 施 され た
(2005年羽田空港 の発 着枠 回収 と再配分 ・5年期 限).羽 田空港の発着枠 は1便 分 で年 間20億
一30億 円の売 り上 げ を稼 ぐ ドル箱(日 本 経済新 聞,2002年4月24日,朝 刊.)で あ るので,そ
の再配分 は航 空会社 の経 営 に大 幅な影響 を与 える要 因であ る.こ こで航空 局は,羽 田空港の発
着枠 配分 に関 して,新 規 参入政 策 と既存企業 の経営支援 策 とい う2つ の面 で トレー ド ・オ フに
直 面す るこ とに なった.
もう一つ は,運 賃政 策につい てであ る.2000年施行 の改正航 空法で は,航 空会社 の運賃設定
の 自由 を認 める一方 で,不 適切 な場 合 には航 空局が変 更命令 を出す こ とがで きるこ ととされ て
い る.航 空 局が この変 更命令権 を行使す る意志が あるか は不 明であ るが,こ の命令権行 使の意
志 の有無 は,航 空会社 の運賃収 入及 び運賃 政策 に大幅 な影響 を与 える要 因であ る8).しか し航
空 局 自体が航 空会社 の経 営支援 を念頭 に置 く以上,こ れ ら命令権行 使 には慎 重 にな らざるを得
ない側面が ある.こ のため近年 では,競 争政 策 を掌 る公正 取引委員 会(以 下 では公取委 とい う)
に よる航空 運賃設定 の是 非 に関する関与が 高 まっている9).
航 空 自由化 の政 策 評 価:そ の 成 果 と問題 点
この よ うに近年 に実施 され た航 空 自由化政 策 は,当 初 に想定 された政策 目標 の実現 のため の
8)2002年12月に着陸料改定に関して,航空会社がその改定分を運賃転嫁することを表明したことに対 し
て変更命令を出すことを検討 したことがある(日本経済新聞,2002年12月27日,夕刊.).
9)近年の航空サービス市場における競争政策では,航空券の販売習慣にも関心が集まっている(山内〔39〕).
これは,日本では航空券販売に占める旅行代理店(travel　agency)の役割が非常に大きいためである.こ
の理由は,大 きく分けて2つ の理由がある.第1は,日 本の旅行サービスは,旅行パ ック商品依存度が高
いため,航空会社が一定座席数を恒常的に旅行代理店に卸売りする習慣があることである.また日本では,
大手旅行代理店だけで旅行パ ック商品市場をほぼ占有する寡占構造にもある.このため新規参入企業は,
大手旅行代理店と取引できるか否かが,航空サービス市場で生き残れるか否かを規定する要因となってい
る.スカイマークエラインズは,当初には地方の中小旅行代理店としか契約できなかったが,そ の後に大
手旅行代理店と契約を結べるようになった経緯がある(戸崎 〔28〕).第2は,既存の航空会社と路線就航
先である地元旅行代理店(及 び地元バス鉄道会社 ・観光会社)の 垂直統合もしくは垂直的な関係である.
既存の航空会社は,集客のために,路線就航先の地元バス鉄道会社や観光会社と共同出資した旅行代理店
を設立 し,航空券の販売から空港カウンターでのチェックインまでを委託する場合がある.また一般に地
方では,航空サービスを稀にしか利用しない人の比率が高いため,事前に旅行代理店で航空券を発券して
空港に向かうことが多い.こ の場合,地元バス鉄道会社や観光会社を窓口とする顧客を既存企業が囲い込
むことができるため,新規参入企業にとって競争制限的な要因となることがある.その例として,ス カイ
マークエラインズは,新規に就航したが苦戦している羽田一徳島線の営業施策について,「特に,徳島のよ
うな地方都市では,古 くからのつきあいなどが極めて重要ですから,地元に営業支店を展開し,地道な営
業努力によって道を開拓してゆく必要があると思います」と述べている(柳田 〔35〕).このように航空サー
ビスにおける流通市場政策は,重要な意味を持っている.この点の分析については,中条 〔22〕,山内 〔39〕
を参照.
市場環境が大幅に変化 したことにより,政策目標が変質せざるを得 なく,また公取委 という別
の政府機関の関与が高まった とい う変化が発生 した.こ のため航空 自由化 に関する政策評価
は,このような外生的な構造変化の影響を除去 した上で,「安全かつ低廉で利便性の高い航空輸
送サービスの提供」が実現 されたかを評価 しなければならないという難題 に直面することに
なった.
2000年の改正航空法による航空自由化に関する政策評価 としては,内閣府政策統括官編 〔29〕
と国土交通省 〔11〕の2つ がある.内 閣府政策統括官編 〔29〕では,航 空サービスの規制緩和
に関 して消費者余剰 を計算 し,1993年度から2002年度の累計で,国 内航空運賃の低下によっ
て2,739億円の余剰が発生 したことを報告 している.ま た国土交通省 〔11〕は,自 ら実施 した
航空サービスの規制緩和 に関する政策評価であ り,その評価項 目は多岐にわたっている.こ の
評価結果では,「規制緩和後,特 に大 きな問題は生 じてお らず,ま た,運賃の多様化や価格競争
を通じて,利 用者の利便の増進につながっているものと思われる」とされている.し かしこの
評価書においても,劇 的な構造変化 となった航空不況の取扱いに苦慮 していることが明記され
ている.ま た公取委の関与の高 まりに関する点については,特 に明示的な分析 はない.次 節で
は,航 空サービスの社会的規制の展開について説明することとす る.
5.社 会的規制 とその改革一 運航 ・整備 ・乗員及び航空管制 を中心 に一
本節では,航 空サービスにおける社会的規制とその緩和について明 らかにすることが目的で
ある.以下では,は じめに運航 ・整備 ・乗員 に関する規制 とその緩和の流れについて説明 し,
その後に航空管制の規制緩和 と羽田空港における発着枠増設問題 との関連を整理 している'°).
運航 ・整備 ・乗員 に関す る規制 とその緩和
航空サービスにおける主要な社会的規制は,飛 行方法を規制す る運航関係,機 体の安全性を
担保するための航空機安全 関係,そして操縦者の資質を確保するための乗員関係の3つ である.
これら社会的規制は,航 空サービスの安全性確保のためには必要不可欠 と考えられてきた規制
であったが,近 年ではその規制緩和が実施 されている.こ の規制緩和の理由は,大 きく分けて
航空技術に関する革新によるものと,経済的規制の緩和 に伴 う競争政策促進の観点から実施さ
れるものの2つ の側面 を含んでいる.特 に後者の競争政策の観点からは,過 去の航空会社の保
護政策の結果,航 空安全の担い手である要員 ・施設 ・ノウハウ等が既存の航空会社の集中 して
10)社会的規制に関する議論は,山内 〔36,37〕がある.また航空サービスの社会的規制は,技術的規制と
も呼ばれるが,本稿では社会的規制として表記することとする.
お り,それらの資源を新たに確保できないため,企 業の新規参入 を阻害する要因 となっている
とする見解がある(中 条 〔24,26〕).この航空サービスにおける社会的規制の緩和の実施は,
競争政策の進展に配慮 しなが らも,航空技術の進歩で担保で きる部分のみについて実施する方
向性が確立 されている.
表3は,航 空サービスにおける社会的規制の緩和 と,航空政策の進展を年表の形でまとめた
ものである.ま ず運航関係では,2000年航空法改正の際に運航安全関係の機器搭載が義務化さ
れ,そ の後には飛行方法や飛行ルー トに関する規制緩和が予定 されている(上 下飛行間隔 ・直
行ルー トなど).これ らの規制緩和 によって,飛 行 間隔では年間約16億円(日 本経済新聞,
2005年2月1日,朝刊.),直行ルー トでは年間約50億円(日 本経済新 聞,2004年3月31日,
朝刊.)の費用削減が試算されている.次 に航空機安全関係では,1997年に検査基準関係(耐空
証明 ・形式証明 ・予備品証明の合理化)と 整備関係(修 理改造工場 ・整備改造認定事業場の認
定期間延長)に 関する規制緩和,2000年には航空機整備の従事者資格(航 空整備士 ・航空運航
整備士)に関する改正が実施 されている1').最後に乗員関係では,1994年から1997年にかけて,
パイロットの訓練方法に関する規制緩和(シ ミュレーター化),身体検査基準,年齢制限の引 き
上げ,証 明申請の簡略化が実施 され,2003年ではさらにパイロット訓練 ・資格認定における規
制緩和(シ ミュレーター化)が 実施されている.
これ らの航空サービスにおける社会的規制の緩和について,一 部分についてその計量評価を
実施したものがある'2).運輸政策研究機構 〔4〕では,1997年実施の航空機検査に関する規制
緩和 と,1994～1997年実施の航空機操縦士資格に関する規制緩和 について,その効果を分析 し
ている.た だし厳密に規制緩和の実施が,ど のような経済効果を有 したかを評価するのではな
く,あ る一定の仮定のもとで効果規模を計算する方法 を取っている.以下では,数 多 くの規制
緩和 に関する経済効果 を計測 しているが,消 費者の受益すなわち航空運賃に与えた影響 につい
てのみ検討することとする.
まず1997年実施の航空機検査に関する規制緩和では,検査費用が1億 円,航空機稼動 に関す
る機会費用が10億円の合計11億円が費用節約 されると試算 された.こ こで1985～1996年に
おけるデータを利用 して,費用節約分が航空運賃に転嫁 される割合 を35.6%と計算 し,規制緩
和 による費用節約分の内,全体 として4億 円分だけ航空運賃に還元される(平均 して0.Ol%だ
け航空運賃が低下する)と している.
また1994～1997年実施の航空機操縦士資格に関する規制緩和では,訓練等の実機からシミュ
レーターへの移行によって人件費が660万円減,航 空機燃料費が3億 円減,航 空機稼動 に関す
る機会費用が21億円減,シ ミュレーターの減価償却費で2億 円増の合計22億円が費用節約さ
11)2000年における航空整備士および航空運航整備士に関する改正経過については,戸崎 〔28〕を参照.
12)社会的規制の緩和を計量的に分析し,その効果を評価した研究は非常に少ない.近年,自動車検査制度
の規制強化が,交通事故に与える影響を評価した非常に興味深い研究として斉藤 〔12〕がある.
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れると試算 した.こ こで先と同じく費用節約分が航空運賃に転嫁 される割合 を35.6%とし,規
制緩和 による費用節約分の内,全 体 として8億 円分だけ航空運賃 に還元 される(平 均 して
0.03%だけ航空運賃が低下する)と している.
このように航空サービスにおける社会的規制の緩和は,航 空運賃に対 して非常に小 さい影響
しか与えない.加 えて先の試算には,い くつかの問題点が含まれている.上 記の規制緩和の効
果試算では,規 制緩和によって航空会社の運航費用が節約され,そ れがほぼ自動的に航空運賃
に転嫁されるとの仮定 を置いている.こ の費用節約による運賃転嫁の有無は自明ではな く,2
節のモデルで議論されたように各路線の競争状態に依存する.運 輸政策研究機構 〔4〕で も明
記 されているが,1997年当時では 日本の国内航空サービス市場は完全に自由化されてお らず,
企業間および路線内における競争が十分に働いていなかった.こ の場合,節 約された運航費用
は航空運賃に転嫁されることはないため,こ れらの規制緩和の実施は事実上の航空会社への経
営補助という形に帰着する.こ のため航空サービスにおける社会的規制の緩和 は,航 空運賃対
策 というよ りも,そ の規制の存在や歴史的経緯が,新 規参入の阻害要因とならないことを論拠
に実施されているものと考えられる.
航空管制 の規制緩和:羽 田発 着枠 の増設 との関係
航空管制については,情 報通信技術の進歩 とともに,そ の近代化 と高度化が進められ,運 航
効率の向上が図 られている13).先の上下飛行間隔や直行ルー トの設定が可能 となる背景には,
この情報通信技術の進歩 による航空管制機能の高度化が寄与 している.近 年,航 空管制につい
て問題となるのは,羽 田発着枠の増設 との関係である.日 本の国内航空サービス市場では,羽
田空港が国内ハブ機能空港となっているため,航 空会社の就航希望が殺到 し,新規航空会社に
配分できない現状がある.こ のため羽田発着枠の配分の有無が,新 規参入 を規定す る要因 と
なってお り,その増設が急がれている.
現在,羽田空港 は2009年を目途に新滑走路の建設が進め られているが,それまでの期間は他
の手段 によって発着枠 を増設する必要がある.こ の手段が,羽 田空港における飛行場管制の効
率化である.表2で 示 された2002年10月,2003年7月,2005年実施予定の羽田発着枠の増設
すべては,航 空管制の効率化によって実施 されている.し か し近年,航 空管制に関するミスが
相次いだため,2005年実施予定の増設は延期されている.ま た2006年には誘導路を延長する
ことで,発 着枠の増設 を行うこととしている.
また羽田発着枠の増設問題は,航 空機騒音対策に関する規制緩和 とも関連している.飛 行場
への出発進入経路は,航 空機の安全性 と周辺地域への騒音対策の両面から規制されている.
2001年には,ノ ースバー ド運航と呼ばれる羽田空港の北側進入に関する検討が実施 されたが,
小型機定期便の運航に関する具体的な検討 は当面見送ることとされた.ま た2009年開設予定
の新滑走路の運用について,千 葉県は航空機騒音の増加 を理由として飛行ルー ト設定に難色を
示 し,そ の後に修正 された経緯がある.こ のように航空機騒音対策に関する規制は,航 空サー
ビスにおける社会的規制の一つであるが,騒 音問題は地域的な利害対立を含むことが多 く,そ
の規制緩和は容易に行えない ものと考えられている14).
13)航空管制の仕組みについては,澤野 〔15〕を参照.
6.結 論
この論文の目的は,日 本の航空サービスにおける経済的規制 と社会的規制の概要についてま
とめ,規制緩和の動向と航空サービス市場の変化 を明らかにすることである.経 済的規制 とは,
経済活動の効率性を高めることを目的 として,政 府が企業参入や価格,生 産量に規制を課すこ
とである.日 本の航空サービス市場では,1986年より経済的規制の緩和が段階的に実施され,
1997年には実質的に規制は撤廃,最 終的に2000年の航空自由化 によって,競 争的な市場環境
が整備された.し か し2001年の9.11テロ後の航空不況とい う需要ショックの発生により,航
空行政は既存航空会社の経営支援の側面が強 くなり,航空自由化以後の競争政策が変質した側
面がある.
社会的規制とは,国民の安全 ・衛生 ・健康の確保,お よび自然環境保全などを目的として,
労働環境 製造方法や製品 ・サービスの品質などに規制を課す ことである.日 本の航空サービ
ス市場では,新規航空会社の参入障壁 として社会的規制の存在が指摘 されてお り,1994年か ら
整備(航 空機安全関係)や 免許(乗 員関係)に 関する規制緩和が実施された.さ らに新規航空
会社の参入を阻害する要因として,羽 田空港の発着枠制約 も指摘 されており,航空管制の効率
化 という形での規制緩和 を実施 して,新 規に配分する発着枠を増設している.こ のように漸進
的であ りながらも日本の航空サービス市場では,経済的および社会的な規制緩和が実施されて
お り,競争的な市場環境の整備が進め られている.
最後は,今 後に残 された課題である'5).本稿では,航 空サービスにおける規制緩和政策を評
価するために,そ の政策研究を行 うことが 目的であった.し か し各政策に関する評価およびそ
の研究に関して,明 確に合意された事項を明らかにすることは難 しい.こ の理由は,各研究に
おいて想定している航空サービスの市場構造が異なることと,数量的な評価手法が確立してい
ないためである.今 後には,日本の航空サービス市場 を明示的に考慮 したモデルを設定し,そ
のモデルが持つ含意を数量的に評価する計量的な分析手法の構築が期待されている.
また 日本の航空サービス市場では,羽 田空港の発着枠制約が競争的な市場環境の整備の大 き
な障害 となっていることは理解されている(ボ トルネック問題).この制約 された発着枠の配
分 に関 して,航 空局では政策評価枠 という配分枠を設定し,各航空会社の成果に基づいた発着
枠配分を行っている.こ の政策に関 して,航 空局が設定する評価基準が航空会社にどのような
14)航空機騒音対策の仕組みと概要については,澤野 〔18〕を参照.また羽田発着枠を規定するその他の要
因として 「空域」という問題がある。現在,首都圏周辺空域の管制権は在日米軍の横田基地(東京都)が
持っており,その空域利用は幾分制限されている.最近,横田基地の管制権移管と軍民共用化が企図され
ている.しかし軍民共用化に伴い,周辺地域の航空機騒音が高まる可能性があり,今後の展開は不透明な
ままである.
15)この点の議論は,浅田義久(明海大学),山崎福寿(上智大学)の各氏から頂いたコメントによるところ
が大きい.ここに記して感謝いたします.
誘因を与えるのか という点や,配 分された発着枠の価値の計測,お よびその配分政策に関する
経済評価の方法については,今後に残された重要な課題であると考えられる.
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